
 

   

Ｑ. 不動産管理会社を活用して毎年の所得税の軽減を図りたいと思います。その場合、家賃の集金代行などによる方法（管理料徴収方式）を考えていますが、期待した効果が

得られますか。 

 

【答え】 

 

① 管理料を高額に設定すれば、毎年の所得税は軽減される。 

 

② 高額な管理料は税務上否認される可能性が高いため、管理料徴収方式では所得税の軽減効果は期待できない。 

 

 

【解答】 

高額な管理料は税務上否認される可能性が高いため、管理料徴収方式では所得税の軽減効果は期待できない。 

 

【解説】 

管理料徴収方式とは、個人の不動産オーナーが、その所有する不動産を直接第三者に賃貸する一方、当該不動産の管理のみを不動産管理法人に委託し、その対価として管理料を支

払う方式です。この方式では、不動産の所有者は個人オーナーのままで、不動産管理法人は個人所有物件の管理（多くは賃料の集金代行など）を行います。そのため、不動産管理会

社が得るのは「管理料収入」のみとなります。 

 その場合、税務調査において、過大管理料と判定されると個人の不動産オーナーの所得税の修正申告が求められます。 
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